
「精神障害にも対応した地域包括ケアシス
テムの取組の推進に向けて～本事業の方
向性及び今年度の着地点の確認 ～」

岩 上 洋 一

平成30年度精神障害にも対応した
地域包括ケアシステム構築支援事業

第２回 ＡＤ合同会議（H30.10.15) 資料５



これまでの経緯等について

・これまでの法改正？
・本家の地域包括ケアとの関係性？
・共生社会との関係性？
・これまでの地域移行の経緯 など

○ 我が国の精神保健医療福祉については、平成16年9月に精神保健福祉本部（本部長：厚生労働大臣）で策定
された「精神保健医療福祉の改革ビジョン」において「入院医療中心から地域生活中心へ」という理念が示され
て以降、様々な施策が行われてきた。平成26年には精神保健福祉法に基づく「良質かつ適切な精神障害者に
対する医療の提供を確保するための指針」において、この理念を支えるための精神医療の実現に向けた、精神
障害者に対する保健医療福祉に携わる全ての関係者が目指すべき方向性も示されている。

○ 平成29年２月の「これからの精神保健医療福祉のあり方に関する検討会」報告書では、「地域生活中心」とい
う理念を基軸としながら、精神障害者の一層の地域移行を進めるための地域づくりを推進する観点から、
精神障害者が、地域の一員として、安心して自分らしい暮らしができるよう、医療、障害福祉・介護、社会参加、
住まい、地域の助け合い、教育が包括的に確保された「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」（※）の
構築を目指すことを新たな理念として明確にした。
※ 「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」は、高齢期におけるケアを念頭に論じられている「地域包括ケアシステム」における、必要な支援

を地域の中で包括的に提供し、地域での自立した生活を支援するという考え方を、精神障害者のケアにも応用したものであり、高齢期の「地域包
括ケアシステム」とは異なるものであることに留意

※ ｢精神障害にも対応した地域包括ケアシステム｣の構築は、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創る｢地域共生社会｣の実現にも寄
与

○ 「精神障害にも対応した地域包括システム」の構築に向けた取組を各地域が積極的かつ円滑に進められるよ
うにするためには、国においても同システムの構築に向けた具体的な取組を総合的に展開していくことが必要
である。
このため、「精神障害にも対応した地域包括システム」の構築に向け、各自治体における精神障害に係る障
害福祉計画の実現のための具体的な取組をとりまとめた。

厚生労働省資料

1



精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築（イメージ）
○精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、医療、障害福祉・介護、住まい、社会参加（就労）、地域の助け合

い、教育が包括的に確保された地域包括ケアシステムの構築を目指す必要がある。
○このような精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築にあたっては、計画的に地域の基盤を整備するとともに、市町村や障害福祉・介護事

業者が、精神障害の程度によらず地域生活に関する相談に対応できるように、圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じて、精神科医
療機関、その他の医療機関、地域援助事業者、市町村などとの重層的な連携による支援体制を構築していくことが必要。

安心して自分らしく暮らすために･･･

社会参加（就労）、地域の助け合い、教育

住まい

企業、ピア・サポート活動、自治会、ボランティア、NPO等

市町村ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、市町村

障害保健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、保健所

バックアップ

バックアップ

・精神保健福祉センター（複雑困難な相談）
・発達障害者支援センター（発達障害）

・保健所（精神保健専門相談）
・障害者就業・生活支援センター（就労）
・ハローワーク（就労）

病気になったら･･･

医療

お困りごとはなんでも相談･･･

様々な相談窓口

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・精神科デイケア・精神科訪問看護
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

病院：
急性期、回復期、慢性期

介護・訓練等の支援が必要になったら･･･

障害福祉・介護

（介護保険サービス）
■在宅系：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・福祉用具
・24時間対応の訪問サービス 等

■介護予防サービス

■地域生活支援拠点

（障害福祉サービス）
■在宅系：
・居宅介護 ・生活介護
・短期入所
・就労継続支援
・自立訓練 等

都道府県ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、都道府県本庁・精神保健福祉センター・発達障害者支援センター

バックアップ

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護 等

■施設・居住系サービス
・施設入所支援
・共同生活援助
・宿泊型自立訓練 等

日常生活圏域

基本圏域（市町村）

障害保健福祉圏域

※ 地域包括ケアシステムは、日常生活圏域
単位での構築を想定

※ 精神障害にも対応した地域包括ケアシス
テムの構築にあたっては、障害保健福祉
圏域ごとに、精神科医療機関・その他の
医療機関・地域援助事業者・市町村によ
る連携支援体制を確保

通所・入所通院・入院

圏域の考え方

訪問

・自宅（持ち家・借家・公営住宅等）
・サービス付き高齢者向け住宅
・グループホーム 等

訪問

・市町村（精神保健・福祉一般相談）
・基幹相談支援センター（障害）

・地域包括支援センター（高齢）

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。
訪問相談にも対応します。

厚生労働省資料
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• 「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」は、
精神障害者が、地域の一員として安心して自分らし
い暮らしをすることができるよう、医療、障害福祉・介
護、住まい、社会参加（就労）、地域の助け合い、教
育が包括的に確保するものである。

• 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築
にあたっては、計画的に地域の基盤を整備するとと
もに、市町村や障害福祉・介護事業者が、精神障害
の程度によらず地域生活に関する相談に対応できる
ように、圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協
議の場を通じて、精神科医療機関、その他の医療機
関、地域援助事業者、市町村などとの重層的な連携
による支援体制を構築していくことが必要。
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4

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの
構築推進事業

【事業内容】（１は必須）
１．保健・医療・福祉関係者による協議の場の設置
２．精神障害者の住まいの確保支援に係る事業
３．ピアサポートの活用に係る事業
４．アウトリーチ支援に係る事業
５．入院中の精神障害者の地域移行に係る事業
６．包括ケアシステムの構築状況の評価に係る事業

７．精神障害者の地域移行関係職員に対する研修
に係る事業

８．措置入院者及び緊急措置入院者の退院後の医
療等の継

続支援に係る事業
９．精神障害者の家族支援に係る事業
10.その他、包括ケアシステムの構築に資する事業

確認事項（例）

１．協議の場をつくための地域診断と合意
形成はできているのか。協議会が階層的に
つくられているか。また、現場のケア会議と
直結しているか。

２．住まいの確保について居住支援協議会
と連携しているか。

３．ピアサポートの概念を整理したうえでの、
養成研修、雇用支援体制があるか。

４．医療・保健・福祉のアウトリーチ支援を
整理したうえで、当該地域で必要なアウト
リーチ支援とは何か。

５．地域相談支援を進めるうえで、医療機
関・保健所・基幹相談支援センター・市町村
の連携体制はできているか。

６．ＰＤＣＡサイクルに基づく推進体制・評価
体制があるか。

７．関係職員に対する研修が、現場の連携
の強化、現場のケア会議に直結する内
容となっているのか。

８．医療・保健・福祉の連携による退院支援
体制となっているか。

９．家族ニーズ（医療・保健・福祉）に即した
家族支援を行っているか。
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地域相談支援における対象者を明確にするための通知改正
入院の期間や形態に関わらず支援の対象であることを明確にするため、「介護給付費等の支給決定等につ

いて(平成19年3月23日､障発第0323002号 障害保健福祉部長通知)」の一部を削除。

第五－2－ (1)
申請者が地域相談支援基準第1条第2号から第4号までに規定する施設等に入所して

いる障害者又は精神科病院に入院している精神障害者であることを確認する。
なお、申請者が精神科病院に入院する精神障害者の場合については、長期に入院し

ていることから地域移行に向けた支援の必要性が相対的に高いと見込まれる直近の入
院期間が1年以上の者を中心に対象とすることとするが、直近の入院期間が1年未満で
ある者であっても、例えば、措置入院者や医療保護入院者で住居の確保などの支援を
必要とする者や、地域移行支援を行わなければ入院の長期化が見込まれる者につい
ても対象となるので留意すること。

5

⇒ 地域相談支援（地域移行支援）は、入院期間によらず利用できる。・・・医療機関の
適切なアセスメントと地域との連携が重要となる。

⇒ 地域相談支援は、医療・保健・福祉・行政の連携のうえで成り立ち、計画的な基盤
整備を伴うものである。

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進事業のメニューの1つである「地域
移行」を整理しておく。

http://1.bp.blogspot.com/-f4cRl6azU08/V9vCGWazNAI/AAAAAAAA97c/x4V132XbBqkKlIgZoRyKZqsRNEVFBGYnwCLcB/s800/company_character2_wakai.png


第５期障害福祉計画に係る国の基本指針について

 「基本指針」（大臣告示）は、障害福祉施策に関する基本的事項や成果目標等を定めるもの。
 都道府県・市町村は、基本指針に即して３か年の「障害福祉計画」を策定。第５期計画期間はH30～32年度。

２．基本指針の主なポイント

１．基本指針について

①施設入所者の地域生活への移行

・地域移行者数：H28年度末施設入所者の９％以上

・施設入所者数：H28年度末の２％以上削減

※ 高齢化・重症化を背景とした目標設定

②精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築【項目の見直し】

・保健・医療・福祉関係者による協議の場（各圏域、各市町村）の設置

・精神病床の1年以上入院患者数：14.6万人～15.7万人に

（H26年度末の18.5万人と比べて3.9万人～2.8万人減）

・退院率：入院後3ヵ月 69％、入院後6ヵ月84％、入院後１年90％

（H27年時点の上位10%の都道府県の水準）

③地域生活支援拠点等の整備

・各市町村又は各圏域に少なくとも１つ整備

④福祉施設から一般就労への移行

・一般就労への移行者数： H28年度の１．５倍

・就労移行支援事業利用者：H28年度の２割増

・移行率３割以上の就労移行支援事業所：５割以上

※ 実績を踏まえた目標設定

・就労定着支援１年後の就労定着率：80％以上（新）

⑤障害児支援の提供体制の整備等【新たな項目】

・児童発達支援センターを各市町村に少なくとも1カ所設置

・保育所等訪問支援を利用できる体制を各市町村で構築

・主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所、放課後等デイサービス
を各市町村に少なくとも１カ所確保

・医療的ケア児支援の協議の場（各都道府県、各圏域、各市町村）の設置（H30年
度末まで）

・障害者虐待の防止、養護者に対する支援 ・難病患者への一層の周知

・障害を理由とする差別の解消の推進 ・意思決定支援、成年後見制度の利用促進の在り方 等

・地域における生活の維持及び継続の推進 ・就労定着に向けた支援 ・地域共生社会の実現に向けた取組
・精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 ・障害児のサービス提供体制の計画的な構築 ・発達障害者支援の一層の充実

３．成果目標（計画期間が終了するH32年度末の目標）

４．その他の見直し

厚生労働省資料
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バックアップ

○ 精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を進める
必要がある。

○ 平成32年度末・平成36年度末の精神病床における入院需要（患者数）及び、地域移行に伴う基盤整備量（利用者数）の目標を明確にした上で、障
害福祉計画等と整合性を図りながら地域の精神保健医療福祉体制の基盤整備を推し進める必要がある。

○ 統合失調症、うつ病・躁うつ病、認知症、児童・思春期精神疾患、依存症などの多様な精神疾患等に対応できる医療連携体制の構築に向けて、多
様な精神疾患等ごとに医療機関の役割分担・連携を推進するとともに、患者本位の医療を実現していけるよう、各医療機関の医療機能を明確化する
必要がある。

（難治性精神疾患や処遇困難事例等にも対応できるように、
都道府県立精神科病院に加えて、民間病院、大学病院、

国立病院なども参画した医療連携体制を構築することが望ましい）

精神医療圏

多様な精神疾患等ごとに
地域精神科医療提供機能を担う

医療機関

多様な精神疾患等ごとに
地域連携拠点機能を担う

医療機関

その他の
医療機関

市町村

保健所

多様な精神疾患等ごとに
都道府県連携拠点機能を担う

医療機関

都道府県
本庁

精神保健福
祉

センター

精神医療圏ごとの医療関係者等による協議の場
精神疾患に関する圏域連携会議

都道府県ごとの医療関係者等による協議の場
精神疾患に関する作業部会

多様な精神疾患等に対応できる医療連携体制の構築 精神障害にも対応できる地域包括ケアシステムの構築

社会参加（就労）・地域の助け合い

住まい

市町村ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、市町村

障害保健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、保健所

バックアップ

バックアップ

医療 障害福祉・介護

■介護保険サービス

■地域生活支援拠点

■障害福祉サービス

都道府県ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、都道府県

バックアップ

様々な相談窓口

日常生活
圏域

基本圏域（市町村）

障害保健福祉圏域

圏域の考え方
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対応方針（多様な精神疾患等ごとに医療機能の明確化）

医療機
能

役割
要件

統合失
調症

うつ
病等

認知症 児
童

発達
障害

依存症
（＊）

PT
SD

高次
脳

摂食
障害

てんか
ん

精神科救
急

身体合
併症

自殺
対策

災害
精神

医療
観察

都道府
県連携
拠点機
能

目標 ①患者本位の精神科医療を提供すること②ICFの基本的考え方を踏まえながら多職種協働による支援を提供すること③地域の保健医療福祉介護の

関係機関との連携･協力を行うこと④医療連携の都道府県拠点の役割を果たすこと⑤情報収集発信の都道府県拠点の役割を果たすこと⑥人材育
成の都道府県拠点の役割を果たすこと⑦地域連携拠点機能を支援する役割を果たすこと

求めら
れる事
項（例）

①患者の状況に応じて、適切な精神科医療（外来医療、訪問診療を含む。）を提供するとともに、精神症状悪化時等の緊急時の対応体制や連絡体
制を確保すること②精神科医、薬剤師、看護師、作業療法士、精神保健福祉士、臨床心理技術者等の多職種によるチームによる支援体制を作るこ
と③医療機関（救急医療、周産期医療を含む。）、障害福祉サービス事業所、相談支援事業所、居宅介護支援事業所、地域包括支援センター等と連
携し、生活の場で必要な支援を提供すること④地域連携会議を運営すること⑤積極的な情報発信を行うこと⑥専門職に対する研修プログラムを提供
すること⑦地域連携拠点機能を担う医療機関からの個別相談への対応や、難治性精神疾患･処遇困難事例の受入対応を行うこと

地域連
携拠点
機能

目標 ①患者本位の精神科医療を提供すること②ICFの基本的考え方を踏まえながら多職種協働による支援を提供すること③地域の保健医療福祉介護の

関係機関との連携･協力を行うこと④医療連携の地域拠点の役割を果たすこと⑤情報収集発信の地域拠点の役割を果たすこと⑥人材育成の地域
拠点の役割を果たすこと⑦地域精神科医療提供機能を支援する役割を果たすこと

求めら
れる事
項（例）

①患者の状況に応じて、適切な精神科医療（外来医療、訪問診療を含む。）を提供するとともに、精神症状悪化時等の緊急時の対応体制や連絡体
制を確保すること②精神科医、薬剤師、看護師、作業療法士、精神保健福祉士、臨床心理技術者等の多職種によるチームによる支援体制を作るこ
と③医療機関（救急医療、周産期医療を含む。）、障害福祉サービス事業所、相談支援事業所、居宅介護支援事業所、地域包括支援センター等と連
携し、生活の場で必要な支援を提供すること④地域連携会議を運営支援を行うこと⑤積極的な情報発信を行うこと⑥多職種による研修を企画･実施
すること⑦地域精神科医療提供機能を担う医療機関からの個別相談への対応や、難治性精神疾患･処遇困難事例の受入対応を行うこと

地域精
神科医
療提供
機能

目標 ①患者本位の精神科医療を提供すること②ICFの基本的考え方を踏まえながら多職種協働による支援を提供すること③地域の保健医療福祉介護の
関係機関との連携･協力を行うこと

求めら
れる事
項（例）

①患者の状況に応じて、適切な精神科医療（外来医療、訪問診療を含む。）を提供するとともに、精神症状悪化時等の緊急時の対応体制や連絡体
制を確保すること②精神科医、薬剤師、看護師、作業療法士、精神保健福祉士、臨床心理技術者等の多職種によるチームによる支援体制を作るこ
と③医療機関（救急医療、周産期医療を含む。）、障害福祉サービス事業所、相談支援事業所、居宅介護支援事業所、地域包括支援センター等と連
携し、生活の場で必要な支援を提供すること

※疾患等毎に都道府県連携拠点機能を担う医療機関を、1カ所以上医療計画に明記することが望ましい。複数明記する場合は、一体的に機能できるように考慮
すること。

精神疾患の医療体制に求められる医療機能を地域精神科医療提供機能、地域連携拠点機能、都道府県連携拠点機能と示している。
都道府県は、多様な精神疾患等毎に各医療機能の内容について、地域の実情に応じて柔軟に設定する。

＊アルコール依存症、薬物依存症、ギャンブル等依存症に区分して対応

第７次医療計画（精神疾患の医療体制） 厚生労働省資料
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• 精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすること
ができるよう、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を目指
す。このため、平成32年度末・平成37年（2025年）の精神病床における入

院需要（患者数）及び、地域移行に伴う基盤整備量 （利用者数）の目標
を明確にした上で、障害福祉計画等と整合性を図りながら基盤整備を推
し進める。

• 統合失調症、うつ病・躁うつ病、認知症、児童・思春期精神疾患、依存
症などの多様な精神疾患等に対応できる医療連携体制の構築に向けて、
多様な精神疾患等ごとに医療機関の役割分担・連携を推進するとともに、
患者本位の医療を実現していけるよう、各医療機関の医療機能を明確化
する。

• 多様な精神疾患等に対応できる医療連携体制の構築に向けて、「良質
かつ適切な精神障害者に対する医療の提供を確保するための指針」を踏
まえて、多様な精神疾患等ごとに医療機能（①都道府県連携拠点機能、
②地域連携拠点機能、③地域精神科医療提供機能）を明確化する。
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平成29年度精神保健福祉資料のご紹介

各調査とデータソースの関係
新 精神保健福祉資料

利用者：都道府県
目的：医療計画策定・モニタリング

医療機能一覧表
圏域ごと、精神疾患ごとの医療提供体制一覧

医療機関診療実績 (NDBと630を主に集計)
疾患ごとの精神病床を持つ病院数、外来診療している医療機関数、入院
患者数、外来患者数(1回以上、継続)など

アウトカム指標
・入院後3,6,12ヶ月時点の退院率
・平均在院日数
・退院後3,6,12ヶ月時点の再入院率(1年未満入院患者,1年以上入院
患者)
・年齢(65歳以上,未満)、所在地(施設所在地,患者所在地)、時期(急性
期、回復期、慢性期)ごとの入院患者数

ナショナルデータベース
（NDB）

その他のデータソース
・老健局(認知症疾患医
療センター調査等)
・医政局(精神疾患者の
救急車搬送時間等)
・国立障害者リハビリセン
ター(高次脳機能障害拠
点数)
・DPAT事務局(先遣隊
登録数) 地域移行・障害福祉

データベース

地域ごとの障害福祉資源
を地図上にマッピングして
表示
1年以上入院患者に関す
る状況の「見える化」

新 630調査

・自治体票
県が定めた医療
機能一覧
・病院・診療所票
・訪問看護ステー
ション票

その他の630集計結果 (4月公表分*)

全国の精神科病院の状況(病院数,病棟数,病床数,入院料)、精神科病院在院患
者の状況(新患分類、入院形態、在院期間、開放区分、医療観察法病棟の対象
数)
都道府県ごとの精神科病院の状況、精神科病院在院患者の状況、認知症治療病
棟の状況
*訪問看護等の他集計値は本年夏ごろ公表します

Excel
ファイル

(全国、都道府
県一覧)

※各項目をシート
ごとに記載

・医療機能一覧表シート(定義
表、一覧表)

・医療機関診療実績シート(全
県版表、二次医療圏版表、ア

ウトカムの散布図)

Excel
ファイル

(全国版)

Excel
ファイル

(各都道府
県版)

https://www.ncnp.go.jp/nimh/keikaku/data/

1.H.29年度
の取組み概要

2.H.29年度
精神保健福祉
資料のご紹介

3.H.30年度
630調査の概
要と修正点

4.今後のスケ
ジュールと課題

出典：山之内芳雄 新精神保健福祉資料・630調査の見方使い方
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平成29年度「精神障害者の地域生活支援を推進する政策研究(H28-精神-指定001 研究代表者:藤井 千代)」
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都道府県毎の取組状況 ※ 各項目についての自己申告

協議
の場

医療
支援

ピアサ
ポート

住まい 協議
の場

医療
支援

ピアサ
ポート

住まい 協議
の場

医療
支援

ピアサ
ポート

住まい

北海道 ○ - ○ - 石川県 ○ ○ ○ ○ 岡山県 その他 ○ ○ ○

青森県 その他 - - - 福井県 H32 - - - 広島県 H32 - - -

岩手県 ○ - - ○ 山梨県 H32 - ○ - 山口県 ○ － － ○

宮城県 ○ - - - 長野県 H32 - ○ ○ 徳島県 その他 - ○ ○

秋田県 ○ ○ - - 岐阜県 ○ - ○ ○ 香川県 ○ - ○ -

山形県 H32 - - - 静岡県 ○ ○ ○ ○ 愛媛県 その他 - ○ ○

福島県 ○ ○ ○ - 愛知県 H32 - ○ - 高知県 H32 - ○ ○

茨城県 その他 - - - 三重県 ○ ○ ○ － 福岡県 H32 ○ - ○

栃木県 その他 - ○ ○ 滋賀県 H32 ○ ○ ○ 佐賀県 H32 - - ○

群馬県 H32 - ○ ○ 京都府 H32 ○ － － 長崎県 ○ - ○ -

埼玉県 H32 - ○ - 大阪府 その他 - - - 熊本県 H32 - - -

千葉県 ○ - ○ - 兵庫県 ○ - ○ ○ 大分県 ○ - ○ ○

東京都 その他 ○ ○ ○ 奈良県 H32 ○ ○ - 宮崎県 ○ - ○ -

神奈川
県

その他 - ○ -
和歌山
県

○ ○ ○ -
鹿児島
県

○ - ○ ○

新潟県 ○ - ○ - 鳥取県 ○ - - ○ 沖縄県 H32 - ○ ○

富山県 H32 ○ ○ - 島根県 ○ ○ ○ ○
実施都
道府県
数

21 14 32 22

協議の場：障害保健福祉圏域毎 医療支援：アウトリーチ支援
ピアサポート：ピアサポートの養成・活用
住まい：住まいの確保支援

※ その他：検討中等 H32：H32までに設置予定 平成29年度精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に係るアンケート（平成30年1月1日時点）

厚生労働省資料
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各自治体における精神障害に係る障害福祉計画の実現に向けた
具体的な取組

医療 障害福祉・介護

○自治体における好事例の収集・周知 ○自立生活援助サービスの創設（平成30年度～）
○国土交通省との連携による精神障害者の入居を拒まない賃貸住宅の登録促進、入居支援
○長期入院精神障害者のグループホームでの支援に対する評価新設

住まい

協議の場など
地域包括ケアシステムの構築全体に資する取組

○第５期障害福祉計画における目標である協議の場の設置に係る進捗状況について、定期的に公表（２回／年）
○地域包括ケアシステムの構築に関する評価指標の検討、担当者会議等による定期的な進捗管理
○「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築支援事業」においてわかりやすい「手引き」を作成し周知

○平成30年度障害福祉サービス等報酬改定
・障害者の重度化・高齢化を踏まえた地域移行・地域生活の支援
・精神障害者の地域移行の推進

○精神障害者の地域移行を支援する事業者の育成等
○介護支援専門員等の効果的な研修等の検討

【社会参加（就労）】
○精神科医療機関とハローワークの連携による就労支援
○就労移行支援等の効果的な支援事例収集・ノウハウの共有
○ピアサポーターとしての活躍の機会の確保

【入院患者の地域移行促進】
○早期の地域移行・地域定着に資する医療機関の好取組の収集・周知
○長期入院精神障害者の効果的な地域移行支援プログラムの提示
【精神障害者を地域で支える医療】
○平成30年度診療報酬改定
・地域移行・地域生活支援の充実を含む質の高い精神医療の評価

○アウトリーチ支援の充実、効果的な支援のあり方の検討
○効果的な精神科デイケアの機能の整理
○精神科救急医療体制整備

【教育（普及・啓発）】
○当事者等と連携した普及・啓発
・ツール作成 ・シンポジウム等の開催
・精神障害者地域生活サポーター（仮称）の養成

社会参加（就労）・
地域の助け合い・教育（普及・啓発）

厚生労働省資料
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精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けて

本
人

医療機
関

基幹相談
支援セン
ター

市町村

保健所

ピアサポート

都道府県

精神保健福
祉センター

この５つの機関がそれぞれの役割と責
任を全うすることで重層的な連携体制を
構築する。

精神障害者が地域の一員として安心し
て自分らしく暮らすことのできる地域をつ
くることができる。

厚生労働省告示第六十五号（平成２６
年３月７日）良質かつ適切な精神障害者
に対する医療の提供を確保するための
指針等を参考にして、各機関の期待さ
れる機能を整理した。

委託
指定特定
指定一般
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主管課は、①庁内及び関係団体との合意形成を図る。②良質な実践の視察を行う。③特に精神科病院関係者、
精神障害当事者と意見交換を行う等により、推進体制を整備する。

主管課は、都道府県によって，障害福祉を主管する課，精神保健医療を主管する課，あるいは精神保健医療
と福祉を併せて主管する課などさまざま。いずれにしても横断的なシステム をつくるための合意形成が重要。

障害福祉主
管課（長）

部長
保健所担
当課

雇用政策
担当課

教育委員
会担当課

住宅政策
担当課モデル圏

域の保健
所

精神保健
センター

生活保護
担当課

医療政策
担当課

高齢者・
介護保険
担当課

15

主管課
（長）

精神科
病院協
会 保健所

長会

保健師長
会・保健
師協議会

看護・精
神科看護
協会

精神障害
当事者会

宅建協
会

精神保健
福祉士協

会

障害福祉
サービス
事業所団

体

相談支援
専門員協

会



保健所は、圏域内の関係団体との合意形成

を図り、推進体制を整備する。

保健所
（長）

精神科
病院

市町村障
害福祉担
当課

市町村高
齢者・介
護保険担
当課

市町村保
健セン
ター担当

課

福祉事務
所生活保
護担当課

市町村居住
支援協議会
担当課

精神科診
療所

精神保健福
祉センター

所

ピアサ
ポート従
事者

宅建協会

訪問看護
ステー
ション所

長

障害福祉
サービス
事業所長

基幹相談
支援セン
ター

保健所は、地域診断を行い、良質かつ適
切な精神医療体制構築に向けて、積極的
に医療機関と協議する。

保健所 精神科病院

保健
所長

保健師
の統括

精神保
健福祉
相談員

理事長
・院長

事務長

看護部
長

精神保
健福祉
士

委託
特定
一般
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市町村障害福祉担当課

基幹相談⽀援
センター

委託相談⽀援事業所

指定特定
相談⽀援
事業所

指定⼀般
相談⽀援
事業所

⾃⽴⽀援
協議会

障害福
祉サー
ビス事
業所

⾼齢・
介護保
険担当
課

⽣活保
護担当
課

保健セ
ター担
当課

居住⽀
援協議
会担当
課

17

保健所

医療機関

庁内各課との合意形成を
図る。障害福祉サービス
や介護サービスを計画的
に整備する。

主管課

保健所は、医療・保健・福祉の
連携による⽀援が必要な事例に
ついて、医療機関、市町村、相
談⽀援事業所とのケア会議等を
主催する。

相談支援体制の充実を図る。
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精神障害にも対応した地域包括ケアシステムを構築するため、障害保健福祉圏域ごとの
保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じて、精神科医療機関、その他の医療機関、
地域援助事業者、市町村などとの重層的な連携による支援体制を構築する。

本
人

医療機
関

基幹相談
支援セン
ター

市町村

保健所 人材

理念 哲学

精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、
医療、障害福祉・介護、住まい、社会参加（就労）、地域の助け合い、教育が包括的
に確保された地域包括ケアシステムの構築を目指す。

技術
都道
府県

良質かつ適切な精神障害者への医療の提供
障害福祉の充実・計画的に地域の基盤を整備



精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築支援事業
アドバイザーの役割

目的

• 精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができる
よう、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を目指すことが重要
である。このため、 圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による 協議の場を 通じ
て、 精神科医療機関、 その他の医療機関、地域援助事業者、市町村などとの
重層的な連携による支援体制を構築する必要がある。

• このような観点を踏まえ、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築
に係る事業の実施に取り組むモデル障害保健福祉圏域（以下、モデル圏域）に
対し、都道府県・指定都市・特別区（以下「都道府県等」 という。）の担当者と連

携して、モデル圏域の関係機関等に対し研修及び個別相談等の技術的支援を
行う。
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主管課担当者と密着アドバイザーの役割

本
人

医療機
関

基幹相談
支援セン
ター

市町村

保健所

ピアサ
ポート

都道
府県
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この５つの機関がそれぞれ
の役割と責任を全うするこ
とで重層的な連携体制を構
築する。精神障害者が地域
の一員として安心して自分
らしく暮らすことのできる地
域をつくることができる。

精神障害にも
対応した包括
ケアシステム
構築に向けた
都道府県の大
目標を確認す
る。

モデル圏域：圏域協議会と連動した推進チームを組織する。
（主管課・モデル圏域関係機関担当者、密着アドバイザー等）
Ⅰ モデル圏域の【保健所・医療機関・市町村・基幹相談支援
センターの役割】について、現状と課題を分析する。
Ⅱ 今年度の目標を定めて、戦略を練って、ロードマップを作
成する。 （実行→検証→改善）

都道府県は、協議会と連動した推進チームを組織する。（主管
課・関係各課の担当者、密着アドバイザー、モデル圏域関係
機関担当者等）
Ⅰ 都道府県の役割について、現状と課題を分析する。
Ⅱ 今年度の目標を定めて、戦略を練って、ロードマップを作
成する。（実行→検証→改善）

Plan

Do

Check

Ａｃｔ広域アド
バイザ－

委託
特定
一般

精保セ
ンター
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